
※ 総事業費・交付金充当額は四捨五入にて掲載しております。

369万円

321万円

❼ 原油価格・物価高騰における
水道料金支援事業

● 事業概要
コロナ禍における原油価格・物価高騰は、村民の生活

に大きな影響を与えており地域経済にもたらす影響を踏
まえ、事業者や村民の生活を支援する為に水道料金の補
助を行った。

● 効果検証結果
水道使用料の減免を行った事で、村民全員の原油価格・

物価高騰の影響を軽減する事ができた。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和4年8月1日
事業完了年月日 / 令和5年2月10日

209万円

209万円

❽ エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う非課税世帯以外の
低所得者世帯に対する支援事業
● 事業概要

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高
騰は低所得者世帯の家計に大きな影響を与えているお
り、非課税世帯以外の低所得者世帯に対し一人当たりの
所得額に応じて支援金を支給する事で安定した生活が送
れるよう支援を行った。

● 効果検証結果
所得額に応じて支援を行いコロナ禍におけるエネルギー・

食料品価格等の物価高騰による負担を軽減する事ができた。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和4年11月14日
事業完了年月日 / 令和4年11月30日

120万円

120万円

● 事業概要
コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高

騰は、子育て世帯の家計に大きな影響を与えている。利
島村に住民票がある学生・児童・乳幼児もしくは離島高
校生修学支援事業の対象となる学生を養育している世帯
に対し支援を行った。

● 効果検証結果
子育て世帯に対して支援を行った事で物価等高等を理

由とした転出件数は 0 件であった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和4年11月11日
事業完了年月日 / 令和4年11月30日

428万円

265万円

● 事業概要
コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高

騰に伴う消費者の購買意識の低下を抑制する為に島内の
商店等において当村で主流となっているｄ払いによる決
済時、決済金額の５０％をｄポイントとして還元する事
で、消費下支えを通じた支援を行った。

● 効果検証結果
本事業により消費者の購買意識の低下を抑制する事が出

来た。但し、執行率は事業対象経費の約 80％に留まった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和4年11月28日
事業完了年月日 / 令和5年3月17日

発行年月日 / 令和6年1月
発行者 / 利島村役場 総務課

〒100-0301　東京都利島村248番地
TEL / 04992-9-0012

❾ エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う子育て世帯
支援事業

　 エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う消費下支えを
通じた生活者支援事業

　 エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う消費下支えを
通じた生活者支援事業

東京都利島村
令和6年1月

令和４年度決算書版

ひと目で分かる

利島村の

財政

TOSHIMAMURA

10

総 事 業 費
合 計

うち交付金充当額

3,995万円

3,695万円
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「地方財政状況調査」より

約75%
全体の

「都支出金」の２つで

「地方交付税」と

村税は歳入額全体の3.1％程度で、

都支出金が46.6％を占めています。

歳 出02

議会費

一般会計 歳入01 一般会計 歳出02

計

「地方財政状況調査」より

費目毎

議会に係る費用

総務費
庁内システム保守・改修、基金積立、
村内情報基盤網事業（IP 告知等）、再
生可能エネルギー事業等に係る費用

民生費 社会・老人・児童福祉に係る費用

衛生費 保健衛生事業、診療所運営、ゴミ処
理費に係る費用

労働費 勤労福祉会館運営に係る費用

農林水産事業費 農業、林業、水産業に係る費用

商工費 商工観光振興、離島交通（ヘリ・定
期船）に係る費用

土木費 道路、村営住宅、港湾管理に係る費用

消防費 消防団活動、災害対策に係る費用

教育費
教育委員会運営・小中学校・社会教育・
文化財に係る費用

16,370

632,647

173,840

253,966

21,643

114,335

128,958

60,025

33,486

113,213

56,302

19,608

480,910

158,849

326,579

18,354

128,840

134,269

33,773

30,510

96,329

56,764

1,484,785

△3,238

151,737

14,991

△72,613

3,289

△14,505

△5,311

26,252

2,976

16,884

△462

120,000

16.5

31.6

9.4

△22.2

17.9

△11.3

△4.0

77.7

9.8

17.5

△0.8

8.11,604,785

公債費 村の借金返済に係る費用

議員 1 名減による

再生可能エネルギー事業、オフグリッ
ト型トレーラーハウス導入事業、携
帯電話不感地帯解消事業実施による

社会福祉協議会補助金増
新型コロナウイルス対策支援事業
による増

簡易水道事業・下水道事業繰出
金の減

人件費の増

製油センター移設事業の減

人件費の減

人件費の増
無電柱化事業による増

パンザマスト改修事業による増
災害時用シャワー導入による増

学校施設改修事業による増
教職員住宅建設事業による増用

元金償還による減

歳 出
「地方財政状況調査」第 14 表より

性質別

村の年間収入のことです。（年度） 村の年間支出のことです。（年度）

259,422人件費 村職員、会計年度任用職員（地域おこし協力隊含む）等の人件費

475,871物件費 消耗品費、旅費、委託料等に係る費用

43,428維持補修費 庁舎等公共施設維持に係る費用

18,422扶助費 児童手当や医療助成等に係る費用

221,843補助費等 負担金や村からの補助金に係る費用

56,302公債費 村の借金返済に係る費用

85,883積立金 村の基金（貯金）積立に係る費用

156,738繰出金 特別会計の歳入不足分を補う為の費用

286,876投資的経費 普通建設事業（公共施設建設）等に係る費用

1,604,785

259,052

483,012

43,816

21,837

150,506

56,764

148,162

253,157

68,479

1,484,785

370

△7,141

△388

△3,415

71,337

△462

△62,279

△96,419

218,397

120,000

0.1

△1.5

△0.9

△15.6

47.4

△0.8

△42.0

△38.1

318.9

8.1計

村税 3.1%

都支出金都支出金
46.6%

繰越金 5.2%

地方交付税
28.5%

令和４年度  利島村歳入割合

地方譲与税 0.2%
交付金 0.7%

使用料及び手数料1.7%
国庫支出金 3.7%

財産収入 0.7%
寄附金 0.1%

繰入金 2.0%

諸収入 7.4% 村債 0.2%

歳　入　項　目
村　税

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

村債

交付金

地方交付税

使用料及び手数料

国庫支出金

都支出金

うち

財産収入

村税内訳

村民税
固定資産税
軽自動車税
たばこ税

地方譲与税

地方譲与税
内訳

地方揮発油譲与税

市町村総合交付金

自動車重量譲与税
森林環境譲与税

令和３年度

53,407

10,274

105,153

84,178

11,000

1,574,495

12,592

570

455,065

24,543

79,785

696,450

581,604

38,622

678

26,219

23,242

1,848

2,098

2,748

1,615

563

令和４年度
53,610

1,681

35,107

89,710

126,616

3,544

1,717,255

11,552

489,231

28,657

63,441

799,518

663,581

11,698

27,483
22,361 島内事業減少による

特別交付税の増

光ファイバー加入者増
作業用車両使用料の増

新型コロナウイルス
関連事業補助金の減少

モバイル通信ネット
ワーク事業補助分の増

令和 3 年度に持株の
売却をおこなった分減少

ふるさと納税寄附サイト
増による寄附金の増加
住宅建設基金を
一旦取崩した為
年度末に不要額の
精査を行った為
再生可能エネルギー
事業の補助金増
臨時財政対策債の
起債額減少

1,903
1,863
2,890

537
1,609

744

増 減

203

1,003

24,833

△ 15,443

42,438

△ 7,456

142,760

△ 1,040

34,166

4,114

△ 16,344

103,068

81977

△ 26,924

1,264

△ 881

55

△ 235

142

△ 26

△ 6

174

増減（%） 主な増減要因
0.4

147.9

241.7

△ 14.7

50.4

△ 67.8

△ 8.3

7.5

16.8

△ 20.5

14.8

14.1

△ 69.7

4.8

△ 3.8

3.0

△ 11.2

5.2

△ 4.6

△ 0.4

30.5

備　　　　　考

住民税・固定資産税・軽自動車税・たば
こ税の村税歳入額

東京都が徴収した税の一部を市町村に対
して交付された額

当年度、自治体運営を行っていく上で必要最小
限の財源を確保する為に国より交付される額

村営住宅使用料、保育所使用料や、行政
証明書発行手数料の歳入額

国からの業務委託料や当年度実施事業に
対する補助金の歳入額

村の貯金利子や、職員住宅貸付料などの
村資産貸付の歳入額

国が国税として徴収し、一定の基準に
よって地方公共団体に譲与される歳入額

都からの業務委託料や当年度実施事業に
対する補助金の歳入額
市町村総合交付金は、村が実施する各種施
策に要する経費の財源補完を通じて、市町
村の経営努力の促進、自主性・自立性の向上、
地域振興、行政水準の向上と住民福祉の増
進を図る事を目的として交付されます。

ふるさと納税などの利島村への寄附額

基金など村の貯金を取崩した額

前年度からの繰越金額

国や都以外からの補助金や委託金等の額

当年度村が借金を行った額

（千円）
費　目 令和３年度令和４年度 増 減 増減（%） 主 な 増 減 要 因 備　　　　　考

（千円）

費　目 令和３年度令和４年度 増　減 増減（%） 備　　　　　考
（千円）
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約75%
全体の

「都支出金」の２つで

「地方交付税」と

村税は歳入額全体の3.1％程度で、

都支出金が46.6％を占めています。

歳 出02

議会費

一般会計 歳入01 一般会計 歳出02

計

「地方財政状況調査」より

費目毎

議会に係る費用

総務費
庁内システム保守・改修、基金積立、
村内情報基盤網事業（IP 告知等）、再
生可能エネルギー事業等に係る費用

民生費 社会・老人・児童福祉に係る費用

衛生費 保健衛生事業、診療所運営、ゴミ処
理費に係る費用

労働費 勤労福祉会館運営に係る費用

農林水産事業費 農業、林業、水産業に係る費用

商工費 商工観光振興、離島交通（ヘリ・定
期船）に係る費用

土木費 道路、村営住宅、港湾管理に係る費用

消防費 消防団活動、災害対策に係る費用

教育費
教育委員会運営・小中学校・社会教育・
文化財に係る費用

16,370

632,647

173,840

253,966

21,643

114,335

128,958

60,025

33,486

113,213

56,302

19,608

480,910

158,849

326,579

18,354

128,840

134,269

33,773

30,510

96,329

56,764

1,484,785

△3,238

151,737

14,991

△72,613

3,289

△14,505

△5,311

26,252

2,976

16,884

△462

120,000

16.5

31.6

9.4

△22.2

17.9

△11.3

△4.0

77.7

9.8

17.5

△0.8

8.11,604,785

公債費 村の借金返済に係る費用

議員 1 名減による

再生可能エネルギー事業、オフグリッ
ト型トレーラーハウス導入事業、携
帯電話不感地帯解消事業実施による

社会福祉協議会補助金増
新型コロナウイルス対策支援事業
による増

簡易水道事業・下水道事業繰出
金の減

人件費の増

製油センター移設事業の減

人件費の減

人件費の増
無電柱化事業による増

パンザマスト改修事業による増
災害時用シャワー導入による増

学校施設改修事業による増
教職員住宅建設事業による増用

元金償還による減

歳 出
「地方財政状況調査」第 14 表より

性質別

村の年間収入のことです。（年度） 村の年間支出のことです。（年度）

259,422人件費 村職員、会計年度任用職員（地域おこし協力隊含む）等の人件費

475,871物件費 消耗品費、旅費、委託料等に係る費用

43,428維持補修費 庁舎等公共施設維持に係る費用

18,422扶助費 児童手当や医療助成等に係る費用

221,843補助費等 負担金や村からの補助金に係る費用

56,302公債費 村の借金返済に係る費用

85,883積立金 村の基金（貯金）積立に係る費用

156,738繰出金 特別会計の歳入不足分を補う為の費用

286,876投資的経費 普通建設事業（公共施設建設）等に係る費用

1,604,785

259,052

483,012

43,816

21,837

150,506

56,764

148,162

253,157

68,479

1,484,785

370

△7,141

△388

△3,415

71,337

△462

△62,279

△96,419

218,397

120,000

0.1

△1.5

△0.9

△15.6

47.4

△0.8

△42.0

△38.1

318.9

8.1計

村税 3.1%

都支出金都支出金
46.6%

繰越金 5.2%

地方交付税
28.5%

令和４年度  利島村歳入割合

地方譲与税 0.2%
交付金 0.7%

使用料及び手数料1.7%
国庫支出金 3.7%

財産収入 0.7%
寄附金 0.1%

繰入金 2.0%

諸収入 7.4% 村債 0.2%

歳　入　項　目
村　税

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

村債

交付金

地方交付税

使用料及び手数料

国庫支出金

都支出金

うち

財産収入

村税内訳

村民税
固定資産税
軽自動車税
たばこ税

地方譲与税

地方譲与税
内訳

地方揮発油譲与税

市町村総合交付金

自動車重量譲与税
森林環境譲与税

令和３年度

53,407

10,274

105,153

84,178

11,000

1,574,495

12,592

570

455,065

24,543

79,785

696,450

581,604

38,622

678

26,219

23,242

1,848

2,098

2,748

1,615

563

令和４年度
53,610

1,681

35,107

89,710

126,616

3,544

1,717,255

11,552

489,231

28,657

63,441

799,518

663,581

11,698

27,483
22,361 島内事業減少による

特別交付税の増

光ファイバー加入者増
作業用車両使用料の増

新型コロナウイルス
関連事業補助金の減少

モバイル通信ネット
ワーク事業補助分の増

令和 3 年度に持株の
売却をおこなった分減少

ふるさと納税寄附サイト
増による寄附金の増加
住宅建設基金を
一旦取崩した為
年度末に不要額の
精査を行った為
再生可能エネルギー
事業の補助金増
臨時財政対策債の
起債額減少

1,903
1,863
2,890

537
1,609

744

増 減

203

1,003

24,833

△ 15,443

42,438

△ 7,456

142,760

△ 1,040

34,166

4,114

△ 16,344

103,068

81977

△ 26,924

1,264

△ 881

55

△ 235

142

△ 26

△ 6

174

増減（%） 主な増減要因
0.4

147.9

241.7

△ 14.7

50.4

△ 67.8

△ 8.3

7.5

16.8

△ 20.5

14.8

14.1

△ 69.7

4.8

△ 3.8

3.0

△ 11.2

5.2

△ 4.6

△ 0.4

30.5

備　　　　　考

住民税・固定資産税・軽自動車税・たば
こ税の村税歳入額

東京都が徴収した税の一部を市町村に対
して交付された額

当年度、自治体運営を行っていく上で必要最小
限の財源を確保する為に国より交付される額

村営住宅使用料、保育所使用料や、行政
証明書発行手数料の歳入額

国からの業務委託料や当年度実施事業に
対する補助金の歳入額

村の貯金利子や、職員住宅貸付料などの
村資産貸付の歳入額

国が国税として徴収し、一定の基準に
よって地方公共団体に譲与される歳入額

都からの業務委託料や当年度実施事業に
対する補助金の歳入額
市町村総合交付金は、村が実施する各種施
策に要する経費の財源補完を通じて、市町
村の経営努力の促進、自主性・自立性の向上、
地域振興、行政水準の向上と住民福祉の増
進を図る事を目的として交付されます。

ふるさと納税などの利島村への寄附額

基金など村の貯金を取崩した額

前年度からの繰越金額

国や都以外からの補助金や委託金等の額

当年度村が借金を行った額

（千円）
費　目 令和３年度令和４年度 増 減 増減（%） 主 な 増 減 要 因 備　　　　　考

（千円）

費　目 令和３年度令和４年度 増　減 増減（%） 備　　　　　考
（千円）



歳
出  

／  

性
質
別

02

0403

04 繰出金の内訳

令和４年度  利島村歳出割合 費 目 毎 令和４年度  利島村歳出割合 性 質 別

国民健康保険事業
勘定会計繰出金定額運用基金

への繰出金
定額運用基金
への繰出金
0.1%

5.0%

合併処理浄化槽事業
会計繰出金

合併処理浄化槽事業
会計繰出金
30.9%

簡易水道事業
会計繰出金

簡易水道事業
会計繰出金
44.6%

介護保険事業
勘定会計繰出金
8.7%
後期高齢者医療
事業会計繰出金

2.4%
国民健康保険

診療所会計繰出金
8.4%

02

03

04

出張旅費・研修旅費等に係る費用

「地方財政状況調査」検収調書より

10,082議員報酬等 議員報酬等
58,460委員等報酬 会計年度任用職員（パートタイム）、委員報酬

120,916職員報酬 特別職、役場職員、再任用職員の給料
69,964

259,422

その他 退職金、地方共済組合等負担金等

費　　目

計

備　　　　　考

人件費の内訳

8,007住民対象補助 出産助成、通院費支援補助等に係る補助額 ※光加入補助終了

60,179高齢者福祉補助 高齢者事業に係る補助額
32,910農林水産業関係補助 農漁業事業に係る補助額
81,732商工関係補助 観光事業者、定期航路助成等に係る補助額

30,874その他・負担金等 その他の補助や負担金に係る額
221,843計

8,141

△49.0

20.9

△31.1

1,391.2

20.3

47.4

33.1教育関係補助 教育に係る補助額

補 助 区 分

15,689

49,759

47,793

5,481

25,669

150,506

6,115

△7,682

10,420

△14,883

76,251

5,205

71,337

2,026

備　　　　　考

補助費の内訳

7,745
60,693

旅費

31,615
需用費

消耗品費、給食食材費、備蓄購入費等に係る費用 ※交際費含む

7,114
消耗品費

車両修繕・車検に係る費用

21,964
修繕費

電気・水道・ガスや燃料購入に係る費用

12,114
光熱水費・燃料費

通信運搬費・手数料に係る費用

332,311
役務費

101,846
委託料

保守・システム改修等に係る費用庁内システム・庁内設備等委託
230,465 工事・委託に係る費用

8,166
工事・委託費

備品購入に係る費用

54,842
備品購入費

51,860
使用料および賃借料

システム・コピー機等の使用料に係る費用

2,982
システム等リース料

浄化槽・土地等使用料等に係る費用

475,871
その他

計

費　　目 決算額
令和４年度

6,063

69,725

38,660

11,173

19,808

19,050

313,790

56,230

257,560

17,823

56,561

48,590

7,971

483,012

決算額

決算額

令和３年度

1,682

△9,032

△7,045

△4,059

2,156

△6,936

18,521

45,616

△27,095

△9,657

△1,719

3,270

△4,989

△7,141

増 減

27.7

△13.0

△18.2

△36.3

11,346

54,777

134,698

58,231

△1,264

3,683

△13,782

11,733

△11.1

6.7

△10.2

20.1

259,052 370

10.9

△36.4

5.9

81.1

△10.5

△54.2

△3.0

6.7

△62.6

△1.5

増減（％）

決算額
令和４年度 令和３年度 増 減 増減（％）

繰出額繰出額
令和４年度 令和３年度 増 減 増減（％）

決算額
令和４年度

決算額
令和３年度 増 減 増減（％）

備　　　　　考

物件費の内訳

6,460国民健康保険事業勘定会計繰出金

各特別会計において歳入不足を
補う為に繰出した額

15,029介護保険事業勘定会計繰出金
3,103後期高齢者医療事業会計繰出金

13,653国民健康保険診療所会計繰出金

58,708合併処理浄化槽事業会計繰出金

253,157計

136,084簡易水道事業会計繰出金

20,120

7,788

13,581

3,813

13,044

48,408

156,738

70,000

104

1,328

△1,448

710

△609

△10,300

△96,419

△66,084

△20,016

20.6

△9.6

22.9

△4.0

△17.5

△38.1

△48.6

△99.5定額運用基金への繰出金 定額運用基金へ貯金した額

備　　　　　考区　　　分

繰出金の内訳

旅費
使用料および

賃貸料
使用料および

賃貸料
11.5%

1.6%

備品購入費備品購入費
1.7%

委託料委託料
69.8%

需要費
12.8%

役務費
2.5%

議員報酬等
3.9%

その他その他
27.0%

職員報酬職員報酬
46.6%

委員等報酬
22.5%

住民対象補助

教育関係補助教育関係補助
3.7%

3.6%

商工関係補助商工関係補助
36.8% 農林水産業関係補助農林水産業関係補助

14.8%

その他・
負担金等
13.9%

高齢者福祉補助
27.1%

議会費1.0%

衛生費衛生費
15.8%

消防費 2.1%

総務費
39.4%

民生費
10.8%

労働費 1.3%

農林水産事業費 7.1%

商工費 8.0%

教育費
7.1%

公債費
3.5%

土木費 3.7%

維持補修費維持補修費 2.7%扶助費扶助費 1.1%

人件費
16.2%

物件費
29.7%

補助費等
13.8%

積立金 5.4%

繰出金
9.8%

投資的経費
17.9%

公債費公債費 3.5%

01

人件費の内訳01 02 物件費の内訳

03 補助費の内訳

　簡易水道事業会計、合併処理浄化槽会計の繰出金で約
８割を占めている。施設更新、既存施設維持を行ってい
く為には、各事業の使用料改定を視野に入れることが必
要である程、非常に厳しい状況となっている。

　補助費は性質別全体の約２割を占めている。限られた
財源の中で、住民の皆様が当村で生活しやすい環境をい
かに構築していくか、また現状補助事業を拡大する為に
いかに税収等を増やしていくかが課題となっている。

　商工関係補助は、定期航路事業について委託から補助
に変更した為、増加（全体の占める割合も増）している。

　委託費の割合が約７割を占めている。令和４年度はシ
ステム等の改修費用に約47,000千円を要し委託料が
増加している。業務効率向上に係るDX化の補助メ
ニューが多くある中で、ランニングコストの精査も行い
システム導入についての検討を引続き行っていく。

　職員報酬が約５割を占める中で、昨年に引続き職員定数
を満たしていない課が多くあるのが現状である。住宅建設
事業を進め積極的な人材採用を行っていくとともに、利島
村職員人材育成基本方針を元に既存職員のスキルアップ
を行い、超過勤務に係る費用の削減に取り組んでいく。

内  

訳

内
訳

内  

訳

（千円）

（千円）

（千円）

（千円）



歳
出  

／  

性
質
別

02

0403

04 繰出金の内訳

令和４年度  利島村歳出割合 費 目 毎 令和４年度  利島村歳出割合 性 質 別

国民健康保険事業
勘定会計繰出金定額運用基金

への繰出金
定額運用基金
への繰出金
0.1%

5.0%

合併処理浄化槽事業
会計繰出金

合併処理浄化槽事業
会計繰出金
30.9%

簡易水道事業
会計繰出金

簡易水道事業
会計繰出金
44.6%

介護保険事業
勘定会計繰出金
8.7%
後期高齢者医療
事業会計繰出金

2.4%
国民健康保険

診療所会計繰出金
8.4%

02

03

04

出張旅費・研修旅費等に係る費用

「地方財政状況調査」検収調書より

10,082議員報酬等 議員報酬等
58,460委員等報酬 会計年度任用職員（パートタイム）、委員報酬

120,916職員報酬 特別職、役場職員、再任用職員の給料
69,964

259,422

その他 退職金、地方共済組合等負担金等

費　　目

計

備　　　　　考

人件費の内訳

8,007住民対象補助 出産助成、通院費支援補助等に係る補助額 ※光加入補助終了

60,179高齢者福祉補助 高齢者事業に係る補助額
32,910農林水産業関係補助 農漁業事業に係る補助額
81,732商工関係補助 観光事業者、定期航路助成等に係る補助額

30,874その他・負担金等 その他の補助や負担金に係る額
221,843計

8,141

△49.0

20.9

△31.1

1,391.2

20.3

47.4

33.1教育関係補助 教育に係る補助額

補 助 区 分

15,689

49,759

47,793

5,481

25,669

150,506

6,115

△7,682

10,420

△14,883

76,251

5,205

71,337

2,026

備　　　　　考

補助費の内訳

7,745
60,693

旅費

31,615
需用費

消耗品費、給食食材費、備蓄購入費等に係る費用 ※交際費含む

7,114
消耗品費

車両修繕・車検に係る費用

21,964
修繕費

電気・水道・ガスや燃料購入に係る費用

12,114
光熱水費・燃料費

通信運搬費・手数料に係る費用

332,311
役務費

101,846
委託料

保守・システム改修等に係る費用庁内システム・庁内設備等委託
230,465 工事・委託に係る費用

8,166
工事・委託費

備品購入に係る費用

54,842
備品購入費

51,860
使用料および賃借料

システム・コピー機等の使用料に係る費用

2,982
システム等リース料

浄化槽・土地等使用料等に係る費用

475,871
その他

計

費　　目 決算額
令和４年度

6,063

69,725

38,660

11,173

19,808

19,050

313,790

56,230

257,560

17,823

56,561

48,590

7,971

483,012

決算額

決算額

令和３年度

1,682

△9,032

△7,045

△4,059

2,156

△6,936

18,521

45,616

△27,095

△9,657

△1,719

3,270

△4,989

△7,141

増 減

27.7

△13.0

△18.2

△36.3

11,346

54,777

134,698

58,231

△1,264

3,683

△13,782

11,733

△11.1

6.7

△10.2

20.1

259,052 370

10.9

△36.4

5.9

81.1

△10.5

△54.2

△3.0

6.7

△62.6

△1.5

増減（％）

決算額
令和４年度 令和３年度 増 減 増減（％）

繰出額繰出額
令和４年度 令和３年度 増 減 増減（％）

決算額
令和４年度

決算額
令和３年度 増 減 増減（％）

備　　　　　考

物件費の内訳

6,460国民健康保険事業勘定会計繰出金

各特別会計において歳入不足を
補う為に繰出した額

15,029介護保険事業勘定会計繰出金
3,103後期高齢者医療事業会計繰出金

13,653国民健康保険診療所会計繰出金

58,708合併処理浄化槽事業会計繰出金

253,157計

136,084簡易水道事業会計繰出金

20,120

7,788

13,581

3,813

13,044

48,408

156,738

70,000

104

1,328

△1,448

710

△609

△10,300

△96,419

△66,084

△20,016

20.6

△9.6

22.9

△4.0

△17.5

△38.1

△48.6

△99.5定額運用基金への繰出金 定額運用基金へ貯金した額

備　　　　　考区　　　分

繰出金の内訳

旅費
使用料および

賃貸料
使用料および

賃貸料
11.5%

1.6%

備品購入費備品購入費
1.7%

委託料委託料
69.8%

需要費
12.8%

役務費
2.5%

議員報酬等
3.9%

その他その他
27.0%

職員報酬職員報酬
46.6%

委員等報酬
22.5%

住民対象補助

教育関係補助教育関係補助
3.7%

3.6%

商工関係補助商工関係補助
36.8% 農林水産業関係補助農林水産業関係補助

14.8%

その他・
負担金等
13.9%

高齢者福祉補助
27.1%

議会費1.0%

衛生費衛生費
15.8%

消防費 2.1%

総務費
39.4%

民生費
10.8%

労働費 1.3%

農林水産事業費 7.1%

商工費 8.0%

教育費
7.1%

公債費
3.5%

土木費 3.7%

維持補修費維持補修費 2.7%扶助費扶助費 1.1%

人件費
16.2%

物件費
29.7%

補助費等
13.8%

積立金 5.4%

繰出金
9.8%

投資的経費
17.9%

公債費公債費 3.5%

01

人件費の内訳01 02 物件費の内訳

03 補助費の内訳

　簡易水道事業会計、合併処理浄化槽会計の繰出金で約
８割を占めている。施設更新、既存施設維持を行ってい
く為には、各事業の使用料改定を視野に入れることが必
要である程、非常に厳しい状況となっている。

　補助費は性質別全体の約２割を占めている。限られた
財源の中で、住民の皆様が当村で生活しやすい環境をい
かに構築していくか、また現状補助事業を拡大する為に
いかに税収等を増やしていくかが課題となっている。

　商工関係補助は、定期航路事業について委託から補助
に変更した為、増加（全体の占める割合も増）している。

　委託費の割合が約７割を占めている。令和４年度はシ
ステム等の改修費用に約47,000千円を要し委託料が
増加している。業務効率向上に係るDX化の補助メ
ニューが多くある中で、ランニングコストの精査も行い
システム導入についての検討を引続き行っていく。

　職員報酬が約５割を占める中で、昨年に引続き職員定数
を満たしていない課が多くあるのが現状である。住宅建設
事業を進め積極的な人材採用を行っていくとともに、利島
村職員人材育成基本方針を元に既存職員のスキルアップ
を行い、超過勤務に係る費用の削減に取り組んでいく。
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　資源ごみ分別の際に必要な
ペットボトル・プラスティック圧縮機を
購入し、分別作業の効率化を図った。

　ペットボトル・容器包装リサイクル
プラスチック及び製品プラスチックの
圧縮を行い、今後さらなるリサイクル
率の向上を図ることにより、循環型社
会形成推進を行う。

ペットボトル・プラスティック
圧縮機購入
環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

367万円

　住宅建設の為、空き家
３棟の除却を行った。

　令和４年度に除却した空き家の敷地
に公共施設（複合型サテライトオフィ
ス）の整備を行う。
　空家等の整備・活用事業については
継続して実施していく。

空き家等の整備・活用事業
環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

2,045万円

令和４年度の主要事業について03

一般財源 4万円

補助金等 476万円

補助金等 364万円
補助金

364万円

一般財源

4万円

一般財源

1,569万円

補助金

476万円

　脱塩設備の井戸の増設工事が完了（令
和３年度～４年度繰越明許事業）。

　管路更新及び起債償還後、脱塩施設
更新を行う。維持管理を継続する。

浄水場施設更新事業
環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

6,177万円

　浄水場に太陽光発電設備＜発電能力 
37.6 kw＞・蓄電設備＜80.5 kwh＞の
整備が完了した（令和３年度～４年度債
務負担行為）。

　庁舎・浄水場施設の再エネ設備維持
管理及び、公共施設への太陽光発電設
備・蓄電設備・バイオマスエネルギー
利用設備整備を進める。

再生可能エネルギー事業
環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

1億2,987万円

補助金等 5,910万円

一般財源 266万円

補助金等

1億2,981万円

6万円一般財源

1,569万円

一般財源

補助金

5,910万円

一般財源

266万円
一般財源

6万円

補助金

1億2,981万円

　25m プールの人工芝は、劣化が早く
強風により破損する為、安全面を考慮し
た遮熱性に優れた素材に改修を行った。

親水レクリエーション
施設改修工事
産業観光課

● 事業概要

453万円

　ウスイゴウ園地、南ヶ山園地にある
公衆トイレ 2 箇所 (6基) を洋式化した。

観光施設トイレ改修
産業観光課

● 事業概要

429万円

補助金

450万円

一般財源

3万円

　林道改良事業補助金 ( 東京都 ) を活
用し、林道宮沢線の路面舗装工事を行っ
た。今回で林道宮沢線関連の工事は完
了した。

林道宮沢線改良工事
産業観光課

● 事業概要

1,855万円

　山村離島振興施設整備事業 ( 東京都 )
を活用し、昨年度整備した椿産業体験
等施設の敷地内の農機具倉庫の整備を
行った。事業主体は利島農業協同組合。

椿産業体験等施設整備補助金
産業観光課

● 事業概要

954万円

補助金等
1,848万円

一般財源 6万円

補助金等 954万円 一般財源 0万円

補助金

1,848万円

一般財源

6万円

補助金

954万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

一般財源 3万円

補助金等 450万円 補助金

425万円

一般財源

4万円

一般財源 4万円

補助金等 425万円
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特別会計の決算状況04

特 別 会 計 名 歳 出歳 入 備　　　　　考
（ 千円 ）

繰越明許事業について05

会　計 一般財源補助金
（ 千円 ）

繰越額総事業費費　目 事　業　名

　庁舎屋上に設置している防
災無線スピーカおよびアンテ
ナ用のパンザマストが塩害に
よる錆の影響で劣化し強風で
折れる危険性があった為、錆
びにくい素材のパンザマスト
に改修を行った。

パンザマスト改修工事

● 事業概要

768万円

　利島村にてオフグリットな住環境が構築可能か実証実験を行う為、
オフグリット型トレーラーハウスの導入を行った。（水は雨水を種水
としてトレーラーハウス内でろ過・循環させ、電力は主に太陽光発電
を利用。実証実験の為、予備で商用電気とガス発電機を利用。）

　令和５年度よりトレーラーハウスに居住して頂き電力使用状況、水
利用状況および水循環システム稼働状況についての実証データを取
得。令和６年度以降に建設予定の公共施設や住宅への導入検討を行う。

オフグリット型トレーラーハウス導入事業

● 事業概要

● 次年度以降の予定

5,310万円

補助金等 760万円

一般財源 8万円

補助金等
5,309万円

一般財源 2万円
補助金

760万円

一般財源

8万円

一般財源

5万円

一般財源

54万円

一般財源

34万円

一般財源

2万円

補助金

5,309万円

港・山頂方向
展望カメラ整備工事

総務課

総務課

220万円

● 事業概要
　パンザマスト改修の為、
港・山頂方向展望カメラの
付替え工事を行った。付替
えの際、より港や山頂が見
えやすい位置に設置。

補助金等 215万円

一般財源 5万円

補助金

215万円

WOTA BOX 導入
総務課

総務課

650万円

● 事業概要
避難所開設時に衛生状況を

確保する為（新型コロナウィ
ルス対策）、水を循環して使用
するシャワーの導入を行った。

補助金等 596万円

一般財源 54万円

補助金

596万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

78,434 71,938国民健康保険事業特別会計（事業勘定） 国民健康保険事業運営に係る事業

83,705 72,857国民健康保険事業特別会計（直診勘定） 診療所運営等に係る事業

162,994 158,557簡易水道事業特別会計 簡易水道事業運営に係る事業

71,685 61,515合併処理浄化槽事業特別会計 合併処理浄化槽事業運営に係る事業

49,536 44,639介護保険事業特別会計（事業勘定） 介護保険事業運営に係る事業

8,260 8,138後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢医療事業運営に係る事業

10,410 0一般会計

8,802
10,410
28,153

10,410
28,153 19,351一般会計

土木費 堂の山線イ号予備設計業務
学校施設環境改善工事小学校費

　避難所開設時以外でも使用
する事で、使用方法等の習熟
度を向上していく。

● 次年度以降の予定

WOSH 導入事業
総務課 827万円

● 事業概要
　新型コロナウイルス感染
症予防の為、可動式水循環
手洗い機４台（設置場所：
役場、勤労福祉会館、学校、
社会福祉協議会）の導入を
行った。

補助金等 793万円

一般財源 34万円

補助金

793万円
一般財源

4万円

一般財源

2万円

一般財源

6万円

学校施設改修工事
教育委員会

教育委員会

教育委員会2,264万円

● 事業概要
　老朽化している学校屋上（一部）
について、水漏れがしにくい素材
を活用し塗替え・改修を行った。

補助金等 2,260万円

一般財源 4万円

補助金

2,260万円

教職員住宅整備に
係る用地造成

792万円

● 事業概要
　今後建設予定の教職員住
宅土地の造成工事を行った。

補助金等 790万円

一般財源 2万円

補助金

790万円

　令和５年度から、教職
員住宅の設計を開始する
予定となっている。

● 次年度以降の予定
　令和５年度は食器消毒保
管機の買い替えを行う。今
後も優先順位をつけながら
機材を買い替え、安全・安
心な給食を提供していく。

● 次年度以降の予定

　引き続き老朽化している校
舎の改修を行う。令和５年度

「新しい時代の学びの環境整備
先導的開発事業」において、
利島村における学校施設の在
り方を検討する。 

● 次年度以降の予定

学校給食室備品購入

792万円

● 事業概要
　学校給食室にガススチー
ムオーブンを導入した。

補助金等 785万円

一般財源 6万円

補助金

785万円

万円万円 万円万円万円万円

22万円万円万円

万円万円

万円万円万円万円
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596万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

78,434 71,938国民健康保険事業特別会計（事業勘定） 国民健康保険事業運営に係る事業

83,705 72,857国民健康保険事業特別会計（直診勘定） 診療所運営等に係る事業

162,994 158,557簡易水道事業特別会計 簡易水道事業運営に係る事業

71,685 61,515合併処理浄化槽事業特別会計 合併処理浄化槽事業運営に係る事業

49,536 44,639介護保険事業特別会計（事業勘定） 介護保険事業運営に係る事業

8,260 8,138後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢医療事業運営に係る事業

10,410 0一般会計

8,802
10,410
28,153

10,410
28,153 19,351一般会計

土木費 堂の山線イ号予備設計業務
学校施設環境改善工事小学校費

　避難所開設時以外でも使用
する事で、使用方法等の習熟
度を向上していく。

● 次年度以降の予定

WOSH 導入事業
総務課 827万円

● 事業概要
　新型コロナウイルス感染
症予防の為、可動式水循環
手洗い機４台（設置場所：
役場、勤労福祉会館、学校、
社会福祉協議会）の導入を
行った。

補助金等 793万円

一般財源 34万円

補助金

793万円
一般財源

4万円

一般財源

2万円

一般財源

6万円

学校施設改修工事
教育委員会

教育委員会

教育委員会2,264万円

● 事業概要
　老朽化している学校屋上（一部）
について、水漏れがしにくい素材
を活用し塗替え・改修を行った。

補助金等 2,260万円

一般財源 4万円

補助金

2,260万円

教職員住宅整備に
係る用地造成

792万円

● 事業概要
　今後建設予定の教職員住
宅土地の造成工事を行った。

補助金等 790万円

一般財源 2万円

補助金

790万円

　令和５年度から、教職
員住宅の設計を開始する
予定となっている。

● 次年度以降の予定
　令和５年度は食器消毒保
管機の買い替えを行う。今
後も優先順位をつけながら
機材を買い替え、安全・安
心な給食を提供していく。

● 次年度以降の予定

　引き続き老朽化している校
舎の改修を行う。令和５年度

「新しい時代の学びの環境整備
先導的開発事業」において、
利島村における学校施設の在
り方を検討する。 

● 次年度以降の予定

学校給食室備品購入

792万円

● 事業概要
　学校給食室にガススチー
ムオーブンを導入した。

補助金等 785万円

一般財源 6万円

補助金

785万円

万円万円 万円万円万円万円

22万円万円万円

万円万円

万円万円万円万円



令
和
４
年
度
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
」
活
用
事
業
に
つ
い
て

08

基
金

06

起
債
状
況

07
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基 金06

起債状況 起債とは村の借金の状況になります。

令和５年度には焼却場更新を予定しており、一般廃棄物事業債 400,000 千円の起債を予定。

07

一般会計

一般廃棄物処理事業債 90,881
緊急防災・減災事業債 80,035
辺地対策事業債 62,013
臨時財政対策債 185,609
減収補填債 486
都道府県貸付金 15,578

特別会計
簡易水道事業債 125,602
下水道事業債 42,871

合　　　　計 603,075

浄化槽施設、焼却場施設等を建設する際に起債※1

起 債 名

99,270
88,364
73,709

205,757
486

19,152
137,322

49,005
673,065

△8,389
△8,329

△11,696
△20,148

0
△3,574

△11,720
△6,134

△69,990

備　　　　　考

災害が発生した際に起債※1

944,257財政調整基金

基　　金　　名 備　　　　　考

予算の歳入不足を補う為の基金
149,227減債基金 村の借金返済の為の基金
332,498特定目的基金 特定の目的に使用する為の基金
293,239庁舎建設基金 老朽化した庁舎建設の為の基金

2,152森林環境譲与税基金 森林環境整備を行う為の基金
35,107移住定住促進住宅建設基金（住宅建設基金） 住宅を建設する為の基金

2,000利島村出会いと交流応援基金 婚活の為の基金
1,425,982

914,244
149,222
311,740
273,225

1,408
35,107

2,000
1,375,206一般会計財政調整基金・減災基金・特定目基金総額

防災設備改修や水道施設等を建設する際に起債※1

村の歳入不足を補う為に起債※1

新型コロナウイルス感染症による村税等の減収を補填する為の起債※1

村営住宅等を建設する際に起債※1

簡易水道施設建設・更新等を行う際に起債※2

下水道事業に係る施設建設等を行う際に起債※2

基金とは村の貯金にあたるものです。 令和４年度「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」
活用事業について

08

一般会計財政調整基金・減災基金・特定目基金

※1「地方財政状況調査」・第 33 表より　※2 健全化判断比率より

（ 千円 ）

100,486定額運用基金 定額運用を行っている基金

36,084土地開発基金 土地を購入する為の基金

32,517奨学資金貸付基金 奨学金貸付の為の基金

20,252災害復旧資金貸付基金 災害復旧資金貸付の為の基金

11,633

△1,974
2

△2,078
2

100

△2.0
0.0

△6.4
0.0
0.9

98,512
36,086

30,439
20,254
11,733公共的経済団体経営安定化資金貸付基金 事業者経営支援の為の基金

236,083特別会計基金

基　　金　　名 基金額
令和 4 年 3 月 31 日時点 備　　　　　考

特別会計基金
82,068国民健康保険給付費等財政調整基金 国民健康保険料不足を補う為の基金
93,692国民健康保険診療所財政調整基金 診療所運営に必要な予算不足を補う為の基金
37,716簡易水道減債等基金 簡易水道事業の借金返済等の為の基金

4,929合併浄化槽事業減債等基金 合併浄化槽事業の借金返済等の為の基金
17,678

235,792

基金額
令和 3 年 3 月 31 日時点

基金額
令和 4 年 3 月 31 日時点

基金額
令和 3 年 3 月 31 日時点

82,064
93,687
37,715

4,928
17,398

291

増 減

基金額
令和 4 年 3 月 31 日時点

基金額
令和 3 年 3 月 31 日時点 増 減

4
5
1
1

280

0.1

増減
（ ％ ）

0.0
0.0
0.0
0.0
1.6

30,013

増 減

5
20,758
20,014

744
0
0

50,776

3.3

増減
（ ％ ）

0.0
6.7
7.3

52.8
0.0
0.0
3.7

49,093 2.9

介護保険給付費準備基金 介護保険料不足を補う為の基金

特別会計基金
（ 千円 ）

基　　金　　名 基金額
令和 4 年 3 月 31 日時点 備　　　　　考基金額

令和 3 年 3 月 31 日時点 増 減 増減
（ ％ ）

（ 千円 ）

基　　金　　名 基金額
令和 4 年 3 月 31 日時点 備　　　　　考基金額

令和 3 年 3 月 31 日時点 増 減 増減
（ ％ ）

（ 千円 ）

（ 千円 ）

1,711,4841,760,577総　　　　　額 村の基金総額（貯金総額）

　「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」は、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、
感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に応
じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう、国が創設した交付金です。
　令和３年度に引き続き、利島村においても、本交付金を活用し、新型コロナウイルス感染症の影響を受けてい
る地域経済の活性化や感染拡大防止に向けた取組を進めました。
　令和４年度の利島村における活用事業は次のとおりです。

792万円

792万円

❶ 利島村国民健康保険
診療所改修事業
● 事業概要
　診療所待合室を２か所とし、新型
コロナ感染者および感染の疑いがあ
る患者とそうで無い患者を隔離・ゾー
ニングし新型コロナウイルス感染拡
大防止を図る。激減した農漁業者等
に対し、支援金を給付した。

● 効果検証結果
　本事業改修を行った事で、新型コ
ロナウィルス罹患者とのゾーニング
が可能となり、クラスターが発生す
る事は無かった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 10 月 1 日
事業完了年月日 / 令和 5 年 3 月 31 日

626万円

596万円

❷ 園児・児童・生徒の新型
コロナウイルス感染予防事業
● 事業概要
　可動式手洗いスタンドを勤労福祉
会館、社会福祉協議会、利島村小中
学校に設置し、観光客、高齢者、児童・
生徒の手洗いの徹底を行う事で新型
コロナウイルスへの感染を予防した。

● 効果検証結果
　可動式手洗いスタンド導入により、
手洗いの意識付けを強化でき、かつ
習慣化する事ができた。設置箇所に
てクラスター発生 0 件。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 11 月 17 日
事業完了年月日 / 令和 5 年 3 月 31 日

650万円

596万円

❸ 避難所での新型コロナ
ウイルス感染防止対策事業
● 事業概要

発災時避難所開設の際、避難者の
手指以外に付着した新型コロナウイル
スを除去する事を目的に野外設置型
シャワー（WOTA）を１基導入した。

● 効果検証結果
　WOTA BOX を導入した事で、避
難所での衛生面を確保する事ができ
るようになった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 11 月 17 日
事業完了年月日 / 令和 5 年 3 月 31 日

66万円

66万円

❹ 原油価格・物価高騰
における（ひとり親世帯）
支援事業

❺ 原油価格・物価高騰
における（事業者）
支援事業

● 事業概要
　コロナ禍における原油価格・物価
高騰は子育て世帯に対して大きな負
担増となっている事から、子育て世
帯およびひとり親世帯について支援
を行った。

● 効果検証結果
　子育て世帯・ひとり親世帯への支
援を行い、原油価格・物価高騰によ
る転出件数は０件であった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 11 月 11 日
事業完了年月日 / 令和 4 年 11 月 30 日

430万円

430万円

● 事業概要
　コロナ禍において原油価格・物価
価格高騰の影響を受けている事業者

（民宿、漁家、農家、観光、商店、飲食、
農協、漁協）に対して支援を行った。

● 効果検証結果
　各事業者への支援を行い、一次産
業を維持する事が出来た。また観光
客数は、前年度比較 + 642 名の増と
なり、約 1.3 倍となった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 11 月 11 日
事業完了年月日 / 令和 5 年 1 月 13 日

304万円

300万円

❻ 医療体制の強化
（臨時看護師）事業

● 事業概要
　医療従事者（看護師）が新型コロ
ナウイルスに罹患した場合でも医療
提供が可能な体制を維持する為に臨
時的に看護師 1 名を増員した。

● 効果検証結果
　臨時看護師を雇用した事で、新型
コロナウィルス感染症による診療所
臨時休業は 0 日であった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 9 月 1 日
事業完了年月日 / 令和 5 年 2 月 20 日

内
　
訳

内
　
訳

内
　
訳

定額運用基金
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基 金06

起債状況 起債とは村の借金の状況になります。

令和５年度には焼却場更新を予定しており、一般廃棄物事業債 400,000 千円の起債を予定。

07

一般会計

一般廃棄物処理事業債 90,881
緊急防災・減災事業債 80,035
辺地対策事業債 62,013
臨時財政対策債 185,609
減収補填債 486
都道府県貸付金 15,578

特別会計
簡易水道事業債 125,602
下水道事業債 42,871

合　　　　計 603,075

浄化槽施設、焼却場施設等を建設する際に起債※1

起 債 名

99,270
88,364
73,709

205,757
486

19,152
137,322

49,005
673,065

△8,389
△8,329

△11,696
△20,148

0
△3,574

△11,720
△6,134

△69,990

備　　　　　考

災害が発生した際に起債※1

944,257財政調整基金

基　　金　　名 備　　　　　考

予算の歳入不足を補う為の基金
149,227減債基金 村の借金返済の為の基金
332,498特定目的基金 特定の目的に使用する為の基金
293,239庁舎建設基金 老朽化した庁舎建設の為の基金

2,152森林環境譲与税基金 森林環境整備を行う為の基金
35,107移住定住促進住宅建設基金（住宅建設基金） 住宅を建設する為の基金

2,000利島村出会いと交流応援基金 婚活の為の基金
1,425,982

914,244
149,222
311,740
273,225

1,408
35,107

2,000
1,375,206一般会計財政調整基金・減災基金・特定目基金総額

防災設備改修や水道施設等を建設する際に起債※1

村の歳入不足を補う為に起債※1

新型コロナウイルス感染症による村税等の減収を補填する為の起債※1

村営住宅等を建設する際に起債※1

簡易水道施設建設・更新等を行う際に起債※2

下水道事業に係る施設建設等を行う際に起債※2

基金とは村の貯金にあたるものです。 令和４年度「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」
活用事業について

08

一般会計財政調整基金・減災基金・特定目基金

※1「地方財政状況調査」・第 33 表より　※2 健全化判断比率より

（ 千円 ）

100,486定額運用基金 定額運用を行っている基金

36,084土地開発基金 土地を購入する為の基金

32,517奨学資金貸付基金 奨学金貸付の為の基金

20,252災害復旧資金貸付基金 災害復旧資金貸付の為の基金

11,633

△1,974
2

△2,078
2

100

△2.0
0.0

△6.4
0.0
0.9

98,512
36,086

30,439
20,254
11,733公共的経済団体経営安定化資金貸付基金 事業者経営支援の為の基金

236,083特別会計基金

基　　金　　名 基金額
令和 4 年 3 月 31 日時点 備　　　　　考

特別会計基金
82,068国民健康保険給付費等財政調整基金 国民健康保険料不足を補う為の基金
93,692国民健康保険診療所財政調整基金 診療所運営に必要な予算不足を補う為の基金
37,716簡易水道減債等基金 簡易水道事業の借金返済等の為の基金

4,929合併浄化槽事業減債等基金 合併浄化槽事業の借金返済等の為の基金
17,678

235,792

基金額
令和 3 年 3 月 31 日時点

基金額
令和 4 年 3 月 31 日時点

基金額
令和 3 年 3 月 31 日時点

82,064
93,687
37,715

4,928
17,398

291

増 減

基金額
令和 4 年 3 月 31 日時点

基金額
令和 3 年 3 月 31 日時点 増 減

4
5
1
1

280

0.1

増減
（ ％ ）

0.0
0.0
0.0
0.0
1.6

30,013

増 減

5
20,758
20,014

744
0
0

50,776

3.3

増減
（ ％ ）

0.0
6.7
7.3

52.8
0.0
0.0
3.7

49,093 2.9

介護保険給付費準備基金 介護保険料不足を補う為の基金

特別会計基金
（ 千円 ）

基　　金　　名 基金額
令和 4 年 3 月 31 日時点 備　　　　　考基金額

令和 3 年 3 月 31 日時点 増 減 増減
（ ％ ）

（ 千円 ）

基　　金　　名 基金額
令和 4 年 3 月 31 日時点 備　　　　　考基金額

令和 3 年 3 月 31 日時点 増 減 増減
（ ％ ）

（ 千円 ）

（ 千円 ）

1,711,4841,760,577総　　　　　額 村の基金総額（貯金総額）

　「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」は、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、
感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に応
じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう、国が創設した交付金です。
　令和３年度に引き続き、利島村においても、本交付金を活用し、新型コロナウイルス感染症の影響を受けてい
る地域経済の活性化や感染拡大防止に向けた取組を進めました。
　令和４年度の利島村における活用事業は次のとおりです。

792万円

792万円

❶ 利島村国民健康保険
診療所改修事業
● 事業概要
　診療所待合室を２か所とし、新型
コロナ感染者および感染の疑いがあ
る患者とそうで無い患者を隔離・ゾー
ニングし新型コロナウイルス感染拡
大防止を図る。激減した農漁業者等
に対し、支援金を給付した。

● 効果検証結果
　本事業改修を行った事で、新型コ
ロナウィルス罹患者とのゾーニング
が可能となり、クラスターが発生す
る事は無かった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 10 月 1 日
事業完了年月日 / 令和 5 年 3 月 31 日

626万円

596万円

❷ 園児・児童・生徒の新型
コロナウイルス感染予防事業
● 事業概要
　可動式手洗いスタンドを勤労福祉
会館、社会福祉協議会、利島村小中
学校に設置し、観光客、高齢者、児童・
生徒の手洗いの徹底を行う事で新型
コロナウイルスへの感染を予防した。

● 効果検証結果
　可動式手洗いスタンド導入により、
手洗いの意識付けを強化でき、かつ
習慣化する事ができた。設置箇所に
てクラスター発生 0 件。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 11 月 17 日
事業完了年月日 / 令和 5 年 3 月 31 日

650万円

596万円

❸ 避難所での新型コロナ
ウイルス感染防止対策事業
● 事業概要

発災時避難所開設の際、避難者の
手指以外に付着した新型コロナウイル
スを除去する事を目的に野外設置型
シャワー（WOTA）を１基導入した。

● 効果検証結果
　WOTA BOX を導入した事で、避
難所での衛生面を確保する事ができ
るようになった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 11 月 17 日
事業完了年月日 / 令和 5 年 3 月 31 日

66万円

66万円

❹ 原油価格・物価高騰
における（ひとり親世帯）
支援事業

❺ 原油価格・物価高騰
における（事業者）
支援事業

● 事業概要
　コロナ禍における原油価格・物価
高騰は子育て世帯に対して大きな負
担増となっている事から、子育て世
帯およびひとり親世帯について支援
を行った。

● 効果検証結果
　子育て世帯・ひとり親世帯への支
援を行い、原油価格・物価高騰によ
る転出件数は０件であった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 11 月 11 日
事業完了年月日 / 令和 4 年 11 月 30 日

430万円

430万円

● 事業概要
　コロナ禍において原油価格・物価
価格高騰の影響を受けている事業者

（民宿、漁家、農家、観光、商店、飲食、
農協、漁協）に対して支援を行った。

● 効果検証結果
　各事業者への支援を行い、一次産
業を維持する事が出来た。また観光
客数は、前年度比較 + 642 名の増と
なり、約 1.3 倍となった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 11 月 11 日
事業完了年月日 / 令和 5 年 1 月 13 日

304万円

300万円

❻ 医療体制の強化
（臨時看護師）事業

● 事業概要
　医療従事者（看護師）が新型コロ
ナウイルスに罹患した場合でも医療
提供が可能な体制を維持する為に臨
時的に看護師 1 名を増員した。

● 効果検証結果
　臨時看護師を雇用した事で、新型
コロナウィルス感染症による診療所
臨時休業は 0 日であった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和 4 年 9 月 1 日
事業完了年月日 / 令和 5 年 2 月 20 日

内
　
訳

内
　
訳

内
　
訳

定額運用基金



※ 総事業費・交付金充当額は四捨五入にて掲載しております。

369万円

321万円

❼ 原油価格・物価高騰における
水道料金支援事業

● 事業概要
コロナ禍における原油価格・物価高騰は、村民の生活

に大きな影響を与えており地域経済にもたらす影響を踏
まえ、事業者や村民の生活を支援する為に水道料金の補
助を行った。

● 効果検証結果
水道使用料の減免を行った事で、村民全員の原油価格・

物価高騰の影響を軽減する事ができた。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和4年8月1日
事業完了年月日 / 令和5年2月10日

209万円

209万円

❽ エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う非課税世帯以外の
低所得者世帯に対する支援事業
● 事業概要

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高
騰は低所得者世帯の家計に大きな影響を与えているお
り、非課税世帯以外の低所得者世帯に対し一人当たりの
所得額に応じて支援金を支給する事で安定した生活が送
れるよう支援を行った。

● 効果検証結果
所得額に応じて支援を行いコロナ禍におけるエネルギー・

食料品価格等の物価高騰による負担を軽減する事ができた。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和4年11月14日
事業完了年月日 / 令和4年11月30日

120万円

120万円

● 事業概要
コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高

騰は、子育て世帯の家計に大きな影響を与えている。利
島村に住民票がある学生・児童・乳幼児もしくは離島高
校生修学支援事業の対象となる学生を養育している世帯
に対し支援を行った。

● 効果検証結果
子育て世帯に対して支援を行った事で物価等高等を理

由とした転出件数は 0 件であった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和4年11月11日
事業完了年月日 / 令和4年11月30日

428万円

265万円

● 事業概要
コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高

騰に伴う消費者の購買意識の低下を抑制する為に島内の
商店等において当村で主流となっているｄ払いによる決
済時、決済金額の５０％をｄポイントとして還元する事
で、消費下支えを通じた支援を行った。

● 効果検証結果
本事業により消費者の購買意識の低下を抑制する事が出

来た。但し、執行率は事業対象経費の約 80％に留まった。

総事業費

うち交付金充当額

事業開始年月日 / 令和4年11月28日
事業完了年月日 / 令和5年3月17日

発行年月日 / 令和6年1月
発行者 / 利島村役場 総務課

〒100-0301　東京都利島村248番地
TEL / 04992-9-0012

❾ エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う子育て世帯
支援事業

　 エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う消費下支えを
通じた生活者支援事業

　 エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う消費下支えを
通じた生活者支援事業

東京都利島村
令和6年1月
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総 事 業 費
合 計

うち交付金充当額

3,995万円

3,695万円




